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県立視覚障害者センターの指定管理候補者の選定について 

宮崎県福祉保健部障がい福祉課  

 

１ 施設の概要 

施設の名称 県立視覚障害者センター 

所在地 宮崎県宮崎市江平西２丁目１番２０号 

設置年月日 平成７年４月１日 供用開始年月日 平成７年４月１日 

設置目的 
身体障害者福祉法第３４条に規定する視聴覚障害者情報提供施設のうち 

視覚障害者情報提供施設 

施設概要 

敷地面積：２，２９６㎡ 

主な施設 

消費生活センター１階（県立視覚障害者センター） 

床面積：８６２㎡ 

主な施設利用状況 

県民利用実績 

令和２年度  ４，６１６人 

令和３年度  ５，８１８人 

令和４年度  ８，００５人 

現在の管理運営方法 
（公財）宮崎県視覚障害者福祉協会が指定管理者として管理運営を行っ

ている。 

 

２ 指定管理者公募の概要 

募集期間 令和５年７月３日～令和５年９月４日 

指定管理者が行う 

業務の概要 

・県立視覚障害者センターの利用に関する業務 

・県立視覚障害者センターの維持及び保全に関する業務 

・県立視覚障害者センターにおける視覚障がい者に関する啓発事業の企

画運営業務 

・点字図書及び録音図書の貸出及び閲覧に関する業務 

・点字図書及び録音図書の製作、刊行及び受入に関する業務 

・点訳奉仕員及び朗読奉仕員の養成及び指導に関する業務 

・視覚障がい者に対する点字講習、技術訓練その他の教養講習の実施に

関する業務 

・視覚障がい者等に対する相談業務 

・その他知事が必要と認める業務 

施設の管理運営の 

基本方針 

・県立視覚障害者センターの設置目的に沿った効率的で効果的な管理運

営を行うこと。 
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指定管理者の 

選定基準 

・施設利用者の平等な利用が確保されること 

・公の施設の効用を最大限に発揮する事業計画であること 

・経費の縮減等を図ること 

・事業計画を着実に実施するための管理運営能力を有すること 

・地域への貢献等を図ること 

指定期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日（５年間） 

指定管理料基準価格 

（上限額） 
年額２８，４４１千円（５年間で１４２，２０５千円） 

 

３ 審査方法等 

審査の流れ 

（書類審査） 

・提出された申請書等について、県が募集要領に示した資格要件の適否を

審査する。 

（指定管理候補者選定委員会による審査） 

・外部委員のみで構成する指定管理候補者選定委員会を開催する。選定委

員会では、書類審査を通過した応募者を対象に、各応募者のプレゼンテ

ーション及びヒアリングを行い、審査を実施する。 

（指定管理候補者選定会議による確認） 

・県の施設所管部局等で構成する指定管理候補者選定会議を開催する。選

定会議では、指定管理候補者選定委員会の審査結果を、施設所管課にお

いて選定基準等に基づき評価した結果と照らし合わせ、確認を行う。 

※指定管理候補者選定会議の確認後、県が指定管理候補者を選定する。 

指定管理候補者 

選定委員会 

委員 

委員長 川﨑 順子 （九州保健福祉大学教授） 

委員 

糸山 秀彦 （税理士） 

川瀬 史子 （視覚障害者センター点訳音訳友の会会長） 

押川 恵子 （宮崎県盲ろう者友の会事務局長） 

坂本 雅樹 （宮崎県社会福祉協議会事務局長） 
 

指定管理候補者 

選定会議 

委員 

議長 福祉保健部長 

副議長 福祉保健部次長（福祉担当） 

委員 

こども政策局長 

福祉保健課長 

障がい福祉課長 

こども家庭課長 

人事課行政改革推進室長 
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審査項目・配点 

選定基準 審 査 項 目 配点 

①施設利

用者の平

等な利用

の確保 

施設運営に関する基本方針 

10 県が示した管理の基準に対する理解及び対応 

平等な利用の確保に関する提案 

②公の施

設の効用

を最大限

に発揮す

る事業計

画 

利用者サービスの向上に関する提案 

30 

利用者増への取組など施設の効用を最大限に発揮

できる提案 

施設の設置目的の理解と課題の認識 

指定管理者の業務に対する意欲 

施設の維持管理の適格性 

利用者満足度把握や苦情・要望対応、運営改善へ

の反映 

③経費の

縮減等 

指定期間内に県が支払う指定管理料の提案額 

10 
業務遂行のための適切な経費の積算 

管理業務の効率化と経費の縮減に関する考え方・

提案 

④事業計

画を着実

に実施す

るための

管理運営

能力 

必要な体制の確保（適正な組織、人員配置、責任

体制） 

40 

職員の能力育成（研修体制） 

継続的に安定した運営が可能な財政的基盤（経営

状況）、信頼性 

過去の類似施設等の運営実績、評価 

事業計画及び収支計画の具体性、適格性、実現可

能性、継続性、安定性 

個人情報保護、情報公開への対応 

安全管理、危機管理、リスク管理に対する対応 

⑤地域へ

の貢献等 

環境保全、環境に配慮した施設管理 

10 育児休業制度、介護休暇などの配慮 

障がい者の就労支援への対応 

合  計   100 
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４ 審査結果等 

申請者（応募者） 公益財団法人 宮崎県視覚障害者福祉協会（宮崎市） 

審査結果 

・書類審査を行った結果、申請者は資格要件を満たしていると認めら

れた。 

・指定管理候補者選定委員会を令和５年９月２５日に開催し、書類審

査を通過した者のプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、審

査を行った。 

審査結果は次のとおり。 

４２６点（公益財団法人 宮崎県視覚障害者福祉協会） 

※ 最低基準点（委員合計５００点満点の６割（３００点））以 

上である。 

・指定管理候補者選定会議を令和５年１０月４日に開催し、選定委員

会の審査結果を、施設所管課において選定基準等に基づき評価した

結果と照らし合わせ、確認を行った。 

 

選定会議の確認結果は次のとおりであり、選定委員会の審査結果

と相違がないことを確認した。 

７９点（公益財団法人 宮崎県視覚障害者福祉協会） 

※ 最低基準点（１００満点の６割（６０点））以上である。 

選定 

結果 

指定管理 

候補者 
 公益財団法人 宮崎県視覚障害者福祉協会（宮崎市） 

選定理由 

・選定委員会の審査及び選定会議の確認の結果、最低基準点を満たす

得点を得たこと。 

・県立視覚障害者センターの役割を正しく認識するとともに、これまで 

の管理実績や収支計画書等の内容から十分な管理運営能力を有して

いると認められること。 

・事業計画において、施設利用上有効な次のような優れた提案がなされ 

ていること。 

＜優れた提案内容＞ 

・多様化する利用者ニーズの把握に努め、視覚障がい者の声を反映させ

た適切な管理運営、サービスの提供を行う。 

・ホームページ、パンフレット等による広報啓発活動によりサービス

の周知及び利用の拡大を図る。 

 


